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Ⅰ は じ め に
我が国の少年保護法制の中心となっている「少年法」は，刑事法と教育・福
祉法の双方の側面を持つことが特徴とされ，犯罪対策と保護教育の調和が課題
とされているが1)，この点は，刑事法と社会法の調和の問題と言い換えてもよ
いと思われる。
なお，少年法の「少年年齢」の引下げが問題とされている今日「少年法」，
「少年」の意義自体が重要な論点となっているが2)，本稿では，この点は深入
りせず「少年法」を「未成年者・若年者の犯罪やそれに準じる問題行動を規律
する刑事法の特則」として論じていくこととする。
⚑） 田宮裕 =廣瀬健二編著『注釈少年法〔第⚔版〕』（2017 年，有斐閣）⚓頁以下参照。
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少年法は，刑事法の近代化の中で年少者に対する特則として，生成・発展し
てきたものであるため，その歴史は未だ浅く流動性も高い状況にある。そのた
め，少年法の現状を正確に位置付け，将来を展望するためには，比較法制的な
研究の有用性が特に高いと思われる3)。欧米諸国を調査4)する過程で，北欧諸
国の法制度は，刑事事件や少年の犯罪などについても社会福祉を中心としたも
のでありながら，刑罰制度も相当程度活用されており，我が国はもちろん欧米
諸国ともかなり異なっているものであること5)に関心をいだいてきた。幸い
2013 年から再び，海外少年法制の研究調査の機会に恵まれたので，スウェー
デンを中心に少年保護法制についての諸外国の調査研究を行っている6)。スウ
ェーデンについても，その法制全般の詳細を把握することまではできてはいな
いものの，独立の少年法等が設けられておらず，社会福祉機関が非常に重要な
⚒） 我が国では，これまで少年＝未成年者，少年法＝未成年者の犯罪等の刑事規制の特則という
考え方が当然とされてきた感があったが，公職選挙法，民法の成年年齢の引下げに伴う少年法
改正の論議において，少年の意義，少年法の規制対象・規制根拠等を中心とした議論が本格化
している。この点は，少年法制の根本問題として重要な点であるといえるが，本稿ではこれ以
上立ち入らない。
⚓） 廣瀬健二「少年法制の展望―成人年齢・他機関連携を中心として―」ケース研究 330 号
（2017 年）117 頁参照。
⚔） その調査報告として，廣瀬健二「海外少年司法制度―英，米，独，仏を中心に―」家庭裁判
月報 48 巻 10 号（1996 年）⚑頁以下，浜井一夫 =廣瀬健二 =波床昌則 =河原俊也『少年事件の
処理に関する実務上の諸問題―否認事件を中心として―』司法研究報告書 48 輯⚒号（1997 年）
8-113 頁参照。
⚕） 私は，この点に着目して，北欧の少年法制を「福祉手続型」（廣瀬健二編著『少年事件重要
判決 50 選』（2010 年，立花書房）⚓頁，廣瀬健二「外国少年司法事情⚑ 序説 少年法制の概
観」家庭の法と裁判⚖号（2016 年）152 頁，同「少年法の基礎―我が国の特徴と年齢の規制」
研修 826 号（2017 年）⚔頁），「福祉包摂型」（廣瀬健二「少年法の現在地」臨床心理学 17 巻⚖
号（2017 年）748 頁）と呼んでいる。
⚖） 私が研究代表者として科学研究費の助成を受け，下記研究調査を展開している。2013 年
～2015 年度は，研究分担者成瀬幸典東北大学教授，同佐藤隆之慶應義塾大学教授，同松澤伸早
稲田大学教授，同柑本美和東海大学教授，同津田雅也静岡大学准教授，研究課題「少年刑事事
件の総合的研究―少年の地位・責任の理論的・実務的研究」（JSPS 科研費 25285024），2016 年
～2018 年度は研究分担者に上記のほか，京明関西学院大学教授，成瀬剛東京大学准教授を加
え，研究課題「少年法制の総合的研究―少年年齢・若年層設置を中心として」（JSPS 科研費
16H03561），2019 年度以降は同様の研究分担者による研究課題「若年成人に対する刑事手続
上・処遇上の諸問題の総合的研究」（JSPS 科研費 19H01424）で研究資金を得て，スウェーデ
ン，ノルウェー，デンマーク，フィンランド，スイス，台湾，アメリカ，イギリス，ドイツ，
オランダ，ベルギー，オーストラリアの調査を行っている。
※ 本稿もこれらの科学研究費助成による研究成果の一部である。
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機能を果たしていることなど，その概要について紹介を行ってきた7)。本稿で
は，それらを前提として，その特徴的な制度から注目すべき点を取り上げ，刑
事法と社会法の調和という観点から考究を試みてみたい。
スウェーデンの法制度についてのこれまでの紹介8)は必ずしも十分ではない
と思われるので，本稿でも前提となる法制の概略を紹介していく。しかし，小
稿の限界があるので詳細は後掲の拙稿9)等を参照していただきたい。なお，ス
⚗） 最近公刊したものとして，廣瀬健二「少年法の展開―スウェーデンの若年者に対する特則の
概要」吉開多一 =小西暁和編『刑事政策の新たな潮流』（2019 年，成文堂）315 頁以下があり，
本稿は，これに加筆・補正を加えたものである。
⚘） 注目すべきものとして，坂田仁「スウェーデンの制裁制度・2015 年」法学研究 88 巻 12 号
（2015 年）59 頁，同「スウェーデン刑法における制裁の量定」人間科学論究 20 号（2012 年）
49 頁，同「スウェーデンの統治組織法の改正（2010 年）について」法学研究 85 巻 11 号（2012
年）89 頁，同「スウェーデン『拘禁法』の制定について」法学研究 84 巻⚙号（2011 年）419
頁，同「スウェーデンの矯正保護組織の変更」犯罪と非行 151 号（2007 年）142 頁，同「スウ
ェーデンの制裁制度」犯罪と非行 141 号（2004 年）123 頁，同「スウェーデン」宮澤浩一 =藤
本哲也『講義刑事政策』（1984 年，青林書院）28 頁，坂田仁「スウェーデンの社会福祉新立法」
家庭裁判月報 33 巻 11 号（1981 年）157 頁，同「スウェーデン王国における少年犯罪に関する
人格調査について」家庭裁判月報 26 巻⚔号（1974 年）129 頁，同「スウェーデンの児童福祉法
について」家庭裁判月報 18 巻⚒号（1966 年）143 頁，萩原金美『〔翻訳〕スウェーデン手続諸
法集成』（2011 年，中央大学出版部），同『〔翻訳〕スウェーデン訴訟手続法』（2009 年，中央大
学出版部），同『スウェーデン法律用語辞典』（2007 年，中央大学出版部），同『スウェーデン
の司法』（1986 年，弘文堂），同訳・ハンス・ラーグネマルム『スウェーデン行政手続・訴訟法
概説』（1995 年，信山社），藤原尚子「スウェーデン」法務総合研究所研究部報告 44 号（2011
年）59 頁，最高裁判所事務総局刑事局『陪審・参審制度 スウェーデン編』（2002 年，司法協
会），鮎川潤「スウェーデン犯罪防止委員会」犯罪と非行 120 号（1999 年）229 頁，伊藤広史
「海外の矯正事情（第⚕回）スウェーデン」刑政 108 巻⚕号（1997 年）88 頁，シャスティン・
ニルソン「スウェーデンの更生保護制度」犯罪と非行 109 号（1996 年）130 頁，トーマス・エ
クボン「スウェーデンにおける犯罪と矯正制度の現況」犯罪と非行 106 号（1995 年）100 頁，
野坂明宏「スウェーデン及びイギリスにおける更生保護見聞録」同号 167 頁，花島政三郎「ス
ウェーデンの青少年保護施設を訪ねて」犯罪と非行 104 号（1995 年）137 頁，澤田健一「スウ
ェーデンの矯正の現状」犯罪と非行 98 号（1993 年）61 頁，高木俊治「スウェーデンとイギリ
スの矯正施設」刑政 101 巻⚕号（1990 年）40 頁，細井洋子「スウェーデンの青少年問題Ⅳ」犯
罪と非行 51 号（1982 年）149 頁，小澤禧一「スウェーデンの矯正保護」更生保護と犯罪予防
59 号（1980 年）⚑頁，D・A・ワード「スエーデンおよびデンマークにおける行刑改革と収容
者の権利」犯罪と非行 20 号（1974 年）201 頁，前野育三「スウェーデンの少年法制」『少年司
法と適正手続』（1998 年，成文堂），同「スウェーデン」『世界諸国の少年法制』（1994 年，成文
堂）309 頁，松澤伸『デンマーク司法運営法』（2008 年，成文堂），最高裁判所事務総局刑事局
『陪審・参審制度 デンマーク編』（2003 年，司法協会），高田清恵「スウェーデンにおける児
童虐待への対応―2009・2010 年現地調査の概要―」琉大法学 86 号（2011 年）97 頁などがあ
る。
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ウェーデン語訳については，スウェーデン在住の公認通訳永森・ホルムグレ
ン・早苗氏及び早稲田大学法学研究科博士課程・日本学術振興会特別研究員十
河隼人君のご協力によるところが大きい。それでも，未だ研究途上であって，
刑法は 2015 年，訴訟手続法は 2008 年までのものによっていること，社会福
祉・教育・保護等の刑事法以外の領域の専門用語等については，確認・検討不
十分なものも少なくないことをお断りしておく。
⚙） 私の研究報告として，前掲注⚗）のもの以外に，廣瀬健二「海外少年司法制度―北欧調査の
一部報告」刑政 126 巻⚑号（2015 年）16 頁，同「外国少年司法事情⚒ ヨーロッパ諸国の概観
と北欧(1)」家庭の法と裁判⚗号（2016 年）95 頁，同「外国少年司法事情⚓ 北欧(2) スウェ
ーデン」家庭の法と裁判⚘号（2017 年）147 頁，同「外国少年司法事情⚔ 北欧(3) スウェー
デンの刑事司法制度」家庭の法と裁判 10 号（2017 年）130 頁，同「外国少年司法事情⚕ 北欧
(4) スウェーデンの刑罰（制裁）に対する若年者の特則」家庭の法と裁判 11 号（2017 年）
131 頁，同「外国少年司法事情⚖ 北欧(5) スウェーデンの刑事手続・処分の若年者に対する
特則」家庭の法と裁判 12 号（2018 年）114 頁，同「外国少年司法事情⚗ 北欧(6) スウェー
デンの少年保護法制―LVU 法（その⚑）」家庭の法と裁判 13 号（2018 年）96 頁，同「外国少
年司法事情⚘ 北欧(7) スウェーデンの少年保護法制―LVU 法（その⚒）」家庭の法と裁判
14 号（2018 年）97 頁，同「外国少年司法事情⚙ 北欧(8) スウェーデンの少年保護法制―社
会事業法（SOL 法）（その⚑）」家庭の法と裁判 15 号（2018 年）139 頁，同「外国少年司法事
情 10 北欧(9) スウェーデンの少年保護法制―社会事業法（SOL 法）（その⚒）」家庭の法と
裁判 16 号（2018 年）147 頁，同「外国少年司法事情 11 北欧(10) スウェーデンの少年保護
法制ー社会事業法（SOL 法）（その⚓）」家庭の法と裁判 17 号（2018 年）146 頁，同「外国少
年司法事情 12 北欧(11) スウェーデンの少年保護法制―社会事業法（SOL法）（その⚔）」家
庭の法と裁判 18 号（2019 年）140 頁，同「外国少年司法事情 13 北欧(12) スウェーデンの
少年保護法制―触法少年の特則等」家庭の法と裁判 19 号（2019 年）128 頁，同「外国少年司法
事情 14 北欧(13) スウェーデンの少年保護法制―閉鎖的少年保護の枠組み」家庭の法と裁判
20 号（2019 年）96 頁，同「外国少年司法事情 15 北欧(14) スウェーデンの少年保護法制―
閉鎖的少年保護・若年者特別家庭施設の実情」家庭の法と裁判 21 号（2019 年）143 頁，同「外
国少年司法事情 16 北欧(15) スウェーデンの少年保護法制―人格調査の概要」家庭の法と裁
判 22 号（2019 年）157 頁，同「外国少年司法事情 17 北欧(16) スウェーデンの少年保護法
制―社会事業局の活動」家庭の法と裁判 23 号（2019 年）143 頁，同「外国少年司法事情 18
北欧（17） スウェーデンの少年保護法制―社会事務局の活動（その⚒）」家庭の法と裁判 24 号
（2020）121 頁，同「スウェーデンの少年保護法制―社会事業法を中心に―」立教法務研究 12
号（2019 年）89 頁，廣瀬健二 =十河隼人「スウェーデンの少年保護法制―若年者保護特別法を
中心にして」立教法務研究 11 号（2018 年）45 頁などがある。なお，研究分担者によるものと
しては，松澤伸「スウェーデンにおける刑罰の正当化根拠と量刑論―いわゆる「均衡原理」の
基礎―」罪と罰 51 巻⚓号（2014 年）76 頁，同「デンマークにおける少年犯罪への法的対応」
立教法務研究⚙号（2016 年）159 頁がある。
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Ⅱ スウェーデンの概況
⚑ 北欧諸国について
北欧には，スウェーデン王国，デンマーク王国（自治領：グリーンランド，フ
ェロー諸島），ノルウェー王国，フィンランド共和国（自治領：オーランド諸
島），アイスランド共和国，広くはブリテン諸島，バルト三国も含まれるとい
われる。その中でもスウェーデン，デンマーク，ノルウェーはスカンディナヴ
ィアと呼ばれ，言語（北ゲルマン語），民族（北ゲルマン系），宗教（プロテスタ
ント系ルーテル教会）ともに共通性があり，いずれも立憲民主制の王国で国旗
もスカンディナヴィア十字（同デザインの色違い）で法制度も共通性が強い。
なお，フィンランド共和国は，スウェーデンに征服された歴史もあり，法制・
宗教等はスウェーデンとの類似性が強いが，民族（フィン人）も言語（フィン
ランド語）も異なっている。このようにスカンジナヴィア諸国は，共通した特
徴があるが，高度な福祉社会である一方，犯罪少年への特則は少なく，刑罰適
用比率が高いなど，一見すると違和感を覚える点も多く，国情・制度の差が大
きい10)。しかし，その実情は，教育・保護的な処遇によって立ち直りを目指
すという少年法制の基本理念（保護・教育主義）を実質的には相当実現してお
り，他国にも少なからぬ影響を及ぼしている。
以下，北欧の盟主を自認しているスウェーデンについて，その少年保護法制
の刑事手続・処分等の特則に関する部分を中心に紹介することとする。
⚒ スウェーデンの行政・司法組織等
⑴ 行政機構等
スウェーデンの行政機構としては，政府に直属する政策決定（法案準備・作
10） 例えば，スウェーデンでは 1962 年の刑法改正で責任能力に関する規定を全廃しており，刑
法典には制裁と保護が規定されている（坂田・前掲注⚘）「スウェーデンの制裁制度・2015 年」
60 頁，同「スウェーデンの制裁制度」139 頁参照）。各国の面積・人口は，スウェーデンが約
45 万平方キロメートル（日本の約 1.2 倍）・約 1012 万人（2017 年 12 月），ノルウェーが約
38.6 万平方キロメートル（日本とほぼ同じ）・約 526 万人（2018 年⚑月），デンマークが約 4.3
万平方キロメートル（九州とほぼ同じ）・約 578 万人（2018 年）であるが，いずれも増加傾向
にある。
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成，予算準備・作成）を行う省，一般的な行政事務（法の執行）を行う庁があ
る11)。地方は 21 の行政区画である州（県）があり，州には，国の出先機関で
あるレーン（län）が 21，議会を擁する州庁（landsting）が 20 ある。その下に
基礎自治体として我が国の市区町村に相当するコミューンが 290 ある。コミュ
ーンは，中世の教会の教区が行政単位となり，小規模なものが統合されて最小
でも 5,000 人程度の規模となっているようである。コミューンは，児童福祉，
社会福祉，教育，警察，消防を始めとした行政権限を持ち，住民の直接選挙に
よるコミューン議会の下にある執行機関がその業務を執行しており，後述する
社会福祉委員会もその一つとなる。また，前記コミューンの諸業務に対し，例
えば，州庁は医療関係を所管し，児童福祉行政は州庁と社会庁（国）の監督に
服しているというように，国と地方の政治・行政は上下関係ではなく，棲み分
け・分権化されている。
⑵ 司法制度の特徴
民事・刑事事件等の一般的な裁判制度については，開かれたキャリアシステ
ムを基本としつつ，国民参加の制度として参審制・陪審制が設けられているこ
と12)，行政裁判制度が非常に充実していることが特徴と思われる。
民事・刑事事件を扱う裁判所（通常裁判所）として，地方裁判所，高等裁判
所，最高裁判所の三審制が設けられているが，刑事裁判は参審制が基本とされ
ていること，行政事件を扱う裁判所（一般行政裁判所）として，行政地方裁判
所，行政高等裁判所，行政最高裁判所が通常裁判所の半分ほどの規模で別の系
統として設けられ行政最高裁判所は，最高裁判所とほぼ同規模のものとされて
いること，行政事件には，地方組織も含む公的機関の措置・不措置に対する国
民の要求・不服申立てなどが幅広く含まれ，少年・若年者の保護措置等につい
ても行政裁判所が幅広く関与していることが指摘できる。
11） 大臣は所管法令の改変や政府からの指示を求めるだけで，省・庁への指揮権はなく，省・庁
は独立行政委員会に準じたもののようである。萩原・前掲注⚗）『スウェーデンの司法』⚖頁参
照。
12） 裁判官の任命・養成制度は，他職経験を前提としたキャリアシステムであり，「開かれた」
と呼ばれている。萩原・前掲注⚘）『スウェーデンの司法』129 頁参照。同書は，法曹養成制度
に焦点を当てたものであるが，司法制度の概要を要領よく紹介している貴重な業績である。ま
た，国民の司法参加の観点からの調査報告として最高裁判所事務総局刑事局・前掲注⚘）『陪
審・参審制度 スウェーデン編』がある。詳細は，これらを参照していただきたい。
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⑶ 少年保護の法制度
スウェーデンにおいては，社会福祉全般の基本法である社会事業法（SOL
法）13)のもとに，刑事裁判手続に関する若年犯罪者特別規制法（LUL 法）及び
福祉的な強制処分等の特則を定める若年者保護特別法（LVU 法）14)があり，こ
れらが実質的な少年保護の法制度を構成しているといえる。そして，その運用
に当たって重要な役割を担っているのが，各コミューンの社会福祉委員会15)
及びその執行機関である社会事業局（ソーシャル・サービス）である。
⑷ 少年・若年者の意義
スウェーデンでは刑事成年年齢は 15 歳，成年年齢は 18 歳とされており，本
稿では，15 歳～17 歳を少年，18 歳～21 歳未満を若年者と呼ぶこととするが，
いずれも基本的に行為時の年齢が基準とされている。
Ⅲ 刑事手続の概要
⚑ 捜 査 手 続
捜査機関として警察と検察官があるが，警察が捜査のほとんどを行ってお
り，被疑者の身柄拘束（警察による拘束，検察官の逮捕，裁判所による勾留），強
制処分（捜索，差押え等），被疑者段階からの国選弁護人が認められている。ま
た，捜査の結果に基づいて検察官が起訴・不起訴を決定するが，起訴法定主義
が原則とされている16)。
⚒ 刑罰（制裁）制度
犯罪に対する処分（制裁）として，罰金，拘禁刑，条件付判決，保護観察，
特別保護への委託が規定されている17)。
13） SOL 法の正式名称は Socialtjänstlag（2001：453）であり，SOL 法と略称されており，坂田
教授は社会サービス法と訳しておられるが，私は社会事業法の語を当てている。
14） LUL 法の正式名称は Lag（1964：167）med särskilda bestämmelser om unga lagöverträ-
dare であり，本稿では「若年犯罪者特別規制法」と訳すが，LUL法と略称されている。また，
LVU法の正式名称は，Lag（1990：52）med särskilda bestämmelser om vård av unga であり，
本稿では「若年者保護特別法」と訳すが，LVU法と略称されている。
15） 社会福祉委員会となるまでの歴史的経緯等については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事
情⚓」147 頁以下参照。
16） 捜査手続の概要については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚔」130 頁以下参照。
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⑴ 罰 金
罰金は，被告人の資力による不公平を避けるため日数（30 日～150 日）×金
額（50～1000SEK18)）で定められる日数罰金が原則とされている。なお，罰金
の換刑処分としての拘禁（14 日～⚓月）も設けられている19)。
⑵ 拘禁（自由刑）
拘禁には有期と終身があるが，いずれも労働義務が科され，処分中で最も重
く位置付けられている。終身拘禁に仮釈放はないが，10 年以上刑の執行が終
わったとき裁判所に刑期を定めるように申請できる20)ほか，外泊制度の適用
がある。有期拘禁の上限は 10 年であるが，併合罪や再犯の場合には 18 年まで
加重され得る。拘禁は矯正施設に収容するのが原則であるが，⚓か月以下は施
設外での電子監視による執行が行われる。有期拘禁は，⚑か月以上で刑の⚓分
の⚒以上の執行終了時に仮釈放され，残刑期相当期間が観察期間となる。仮釈
放者は，善行保持等の遵守事項の遵守義務があるが，必要に応じて保護担当者
と接触し指示等を受ける監督（原則⚑年）に付すこともできる。仮釈放者の遵
守事項等の不遵守には監督期間の延長，再犯に対しては仮釈放の取消しができ
る21)。
⑶ 条件付判決
条件付判決は罰金では不十分な場合に科され，拘禁・罰金を含む制裁を条件
付きで猶予するものであり，宣告猶予の実質を持つものである。⚒年間の善行
保持，能力に応じた自活が義務付けられるが，保護担当者の指導などは行われ
ない。条件付判決には，罰金（200 日以内），社会奉仕命令（40 時間～240 時間）
を併科できる。遵守事項として損害賠償義務の履行・損害の回復を図ることも
定めることができる。遵守事項違反などの場合に遵守事項の追加・変更，条件
17） 前述のように責任能力不要とされているため「制裁」と呼ばれているが，本稿では「刑罰」
とも表記する。制度の概要については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚔」132 頁以下参
照。
18） SEK＝スウェーデンクローナ・⚑クローナ約 11 円（2019 年 12 月現在）。
19） 他に定額罰金，標準化罰金がある。罰金の概要について，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法
事情⚔」132 頁参照。
20）「終身拘禁の転換に関する法律」（Lag（2006：45）om omvandling av fängelse på livstid）⚓
条。坂田・前掲注⚘）「スウェーデンの制裁制度・2015 年」69 頁以下参照。
21） 拘禁と仮釈放・保護観察などは双方の業務を所管する矯正保護庁（Prison and Probation）
が担当している。概要について，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚔」132 頁以下参照。
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付き判決の取消しなどができる。再犯があった場合には，同判決を取り消し，
他の制裁を課すことができる22)。
⑷ 保 護 観 察
保護観察は，拘禁刑に当たる罪で罰金では不十分な場合に保護担当者による
監督に付すものであり，監督による再犯防止の有効性が考慮要素とされる。保
護観察には 14 日～⚓か月以下の拘禁か，社会奉仕命令・罰金を併科すること
ができ，一定の治療義務を課すこともできる。期間は⚓年であるが，遵守事項
違反などがなければ，保護担当者による指導・監督は⚑年で終了する。対象者
が義務に従わない場合，警告，監督期間延長のほか，保護観察を取り消し，別
の処分を定めること，再犯の場合，保護観察を取り消すことができる23)。
⑸ 特別保護への委託
薬物乱用者に対する保護，司法精神医学的保護（精神治療施設への引渡し）の
ほか，後述する 21 歳未満の犯罪者に対する社会事業局（ソーシャル・サービ
ス）への委託，18 歳未満の犯罪者の閉鎖少年施設への委託（閉鎖的少年保護）
がある。
⑹ 刑罰命令等
刑罰命令は，検察官が起訴に代えて被疑者に罰金，条件付判決，あるいはそ
の併科を命じ，被疑者が承諾した場合，確定判決と同様の効力を持つ。私的請
求の支払も含めて命じることができる。日本の略式命令に類似し，裁判所での
有罪人員とほぼ同じくらいの件数（刑法犯では約⚓割）を占める。更に，軽微
な窃盗，交通違反等には警察官が被疑者に罰金を科す秩序罰金命令（日本の交
通反則切符に類似）が，刑罰命令や有罪判決の⚒.5 倍以上活用されている24)。
Ⅳ 少年・若年者に対する刑事上の特則
⚑ 刑法上の特則
⑴ 量刑上の特則
若年者・少年への科刑にも成人同様に，拘禁の補充性，罪刑の均衡，被告人
22） 条件付判決の概要については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚔」133 頁参照。
23） 保護観察の概要について，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚔」133 頁参照。
24） 刑罰命令，秩序罰金命令の概要については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚔」133
頁参照。
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の発達・経験・判断能力の不足の影響などが考慮される。また，少年には科刑
の回避が大原則とされ，若年者には拘禁の科刑が制限されており，18 歳～21
歳未満の間に犯した犯罪には，行為の刑罰価値（罪質・情状等）25)との均衡上の
必要性，その他の特別な理由がある場合にのみ拘禁を科すことができるとさ
れ，若年者には重大悪質な犯罪に限定された科刑が目指されている。更に，18
歳未満で犯した犯罪には，拘禁が相当な場合でも，それに代えて後述する閉鎖
的少年保護を選択することが義務付けられており，拘禁はそれでは賄えない特
別な理由がある場合に限定されている26)。
⑵ 司法精神医学的保護への委託
前述のように制裁に責任能力は不要であることから精神疾患の影響などが強
い場合にも起訴され，実際にも若年犯罪者で ADHD，発達障害の者などが散
見され，通常の法廷での審理・聴聞が行われている。
少年については，その年齢・成熟度等を考慮し，その最善の利益が探求され
るが，少年の精神障害の影響を考慮し，司法精神医学的保護への委託（精神病
院への収容処分）とされる場合もある27)。
⑶ 若年者減軽の実情
21 歳未満で犯した犯罪には，原則，その犯罪者の若さを量刑上個別的に考
慮することが義務付けられ，法定刑より軽い刑にすることができるとされてい
るが，そのガイドラインが定められ，これに基づく運用が定着している。
すなわち，21 歳以上の者への科刑を基準（1/1）とし，年齢が下がるほど減
軽率が大きくなる。拘禁の期間では 20 歳が 4/5（⚕分の⚑減），19 歳が 2/3
（⚓分の⚑減），18 歳が 1/2（⚒分の⚑減），17 歳が 1/3（⚓分の⚒減），16 歳が
1/4（⚔分の⚓減），15 歳が 1/5（⚕分の⚔減）と少年・若年者への減軽基準が設
けられている。また，制裁の中では罰金がもっとも軽く位置付けられ，日数罰
金で⚑日 50SEK 以下とされ，それを超える制裁が相当な場合には後述する少
年社会奉仕に切り替えられる。更に，罰金にも拘禁の減軽基準と類した年齢に
対応する減軽ガイドラインが設けられている28)。
25） 刑罰価値については，坂田・前掲注⚘）「スウェーデン刑法における制裁の量定」54 頁以下
参照。
26） 量刑上の特則については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚕」131 頁以下参照。
27） 司法精神医学的保護への委託については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚕」132 頁
参照。
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また，21 歳未満で犯した罪には原則として 10 年を超える拘禁を科すことは
できず，法定刑に 10 年を超える長期拘禁又は終身拘禁が定められている場合，
複数の拘禁の併合加重の場合にも最高 14 年までに制限され，終身拘禁は科せ
ないとされている。更に，21 歳未満で犯した犯罪については，拘禁について
の再犯の加重，複数犯罪による加重の理由とすることはできないとされてい
る29)。
⑷ 若年者に対する特別保護への委託等
特別保護委託（前記Ⅲ⚒⑸）として，裁判所は，21 歳未満時の犯罪には①若
年者に対する保護の措置，②少年社会奉仕を課すことができる。①は SOL法，
LVU 法による保護の措置等30)とすることができる。また，その犯罪により損
害が生じ，社会への適応を促進する場合，損害を受けた者の同意の下で，保護
の宣告と併せて損害回復・限定等の作業を遵守事項として定めることもでき
る。②は，対象者が奉仕命令に同意し，適切である場合，20～150 時間の無報
酬作業と特別活動への参加義務を課すことができるが，18 歳を超える者に奉
仕を命じるには特別な理由が必要である。この処分賦課には犯罪の刑罰価値・
種類，前歴，処分の実効性などが考慮され，更に必要があれば，①に②，また
は 200 日以下の日数罰金を併科することができる。対象者が①の保護の遵守事
項，②の社会奉仕を実行しない場合，裁判所は，検察官の申立てにより，課さ
れている罰金以外の制裁を取り消し，新たな制裁を定め，あるいは警告するこ
とができる。
裁判所は，18 歳未満時の犯罪について拘禁が相当な場合には，それに替え
て定期の閉鎖的少年保護に付すことが義務付けられている。その期間は 14 日
～⚔年以下である。なお，閉鎖的少年保護は拘禁の執行として扱うことがで
き，罰金，少年社会奉仕も拘禁の一部執行と解釈することができる。
28） このガイドラインについては，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚕」132 頁以下参照。
29） 若年者の科刑制限等について，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚕」132 頁参照。もっ
とも，2019 年の現地調査の際，若年者（18 歳～20 歳）に対する減軽については，政治家から
の異論も強く，これを廃止した場合の影響等についての検討作業が若年者減軽調査委員会
（Ungdoms reduktionsturedningen）で行われていることを耳にした。
30） 収容処分等の強制的なものも含む保護の措置であるが，内容については，廣瀬・前掲注⚙）
「外国少年司法事情⚗」96 頁以下，同「外国少年司法事情⚘」97 頁以下参照。
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Ⅴ 刑事手続上の特則等（LUL法）
⚑ 少年に対する調査
検察官は，少年の起訴前に刑事事件に関する調査報告書を取り寄せることが
できる。また，検察官は，18 歳になる前に犯罪を犯したと疑われる者が自白
するか，合理的な疑いがあるのに，上記意見書を取り寄せていない場合，ソー
シャル・サービスから意見書を求めなければならない。拘禁刑に当たり得る犯
罪の捜査の場合，捜査指揮者は，可能である限り，遅くとも犯罪の嫌疑の通告
の際に，期限を明示して，ソーシャル・サービスの意見書の申請をしなければ
ならない。この意見書には，社会福祉委員会がこれまで少年に対してとった措
置についての説明，少年の発育の不良化・阻害等の防止を目的とする措置の特
別な必要性，社会福祉委員会がとろうとする措置（少年契約，保護計画等も含
む）についてその措置の種類，範囲，期間などが記載される。また，少年の個
人的発達・環境上の問題点についても，必要に応じて触れ，後述する少年社会
奉仕が適切な制裁であるかについての判断も示される。
この意見書が提出される場合，裁判所は，社会福祉委員会に公判の日時を通
告する。社会福祉委員会は，申請された意見書を後述する公判期間の制限内に
提出しなければならないが，事案の性質によっては，裁判所の同意を得て期限
以降に提出することもできる31)。
⚒ 少年に対する身柄拘束の特則
18 歳未満の少年が拘束され，検察官が犯罪の合理的な嫌疑を認めながら逮
捕しない決定をする場合，警察当局は，その少年をその両親，その他の保護
者，ソーシャル・サービスの職員，その他の適当な成人に少年を引き渡すため
その身柄を一時拘束（留置）することができる。警察当局は，18 歳未満の少年
が尋問のために連行され，犯罪の合理的嫌疑が認められる場合にも同様の留置
ができる。留置は秩序と保安を考慮し必要性が認められる場合に許容される
が，その拘束は，検察官の決定又は尋問後⚓時間が限度とされている。
また，ソーシャル・サービスの代表者は 18 歳未満の少年の勾留の聴聞審査
31） 少年に対する調査に関しては，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」114 頁参照。
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に出席できる。犯罪少年にも強制処分は可能であり，検察官による少年の逮
捕，裁判所の勾留もできるが，18 歳未満の少年に対する勾留は強い特別な理
由がある場合に限られ，成人よりも高度の必要性が要求される。少年を適した
場所に収容するため，逮捕・勾留の代替措置として，SOL 法による強制収容
を行政裁判所に申請し，検察官が捜査を行うこともある。なお，18 歳以上の
若年者に対する勾留も拘禁に当たる罪の場合などに限定された運用がなされて
いる。
罪証隠滅，逃亡，捜査遂行の妨害のおそれがあるときに検察官の申請により
裁判所の許可を得て接見交通（面会・手紙）の制限ができることは，成人の場
合と同様である32)。
⚓ 国選弁護人
18 歳未満の被疑者に対しては，原則として捜査指揮者の申請により裁判所
が国選弁護人を選任する。なお，訴追されたことのある者に関しては，訴訟手
続法により国選弁護人が選任され，捜査指揮者の裁判所への通知などが義務付
けられている33)。
⚔ 取調べへの立会い等
18 歳未満の少年に犯罪の合理的嫌疑が生じた場合，直ちにその保護者等に
それを通知し，その取調べにその保護者等を呼出すことが義務付けられてい
る。また，その少年が犯罪の嫌疑により，身柄を拘束され，逮捕・勾留されて
いる場合には，犯罪の嫌疑の通告と同時か身柄拘束された直後に，上記保護者
等にその身柄拘束等の事実及びその理由を通知することが原則として義務付け
られている。但し，少年の最善の利益に反するなど特別な理由がある場合の通
知等は禁止されている。
ソーシャル・サービスの代表者も少年の取調べに立ち会うこととされている
ため，18 歳未満の少年に拘禁の可能性ある犯罪の合理的嫌疑が生じた場合，
社会福祉委員会への通知が義務付けられている。また，少年が犯罪の嫌疑で身
32） 少年に対する身柄拘束の特則については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」114 頁
以下参照。
33） 国選弁護人については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」115 頁参照。
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柄拘束され，逮捕・勾留された場合，犯罪嫌疑の通知と同時又は身柄拘束直後
に，身柄拘束等の事実，その被疑事実，身柄拘束の理由の社会福祉委員会への
通知が義務付けられている。但しソーシャル・サービスの代表者の立会いは，
捜査に支障がある場合は行われない34)。
⚕ 被害者等との調停・和解手続
少年には取調べの通知で被害者との調停・和解手続への参加希望の確認が義
務付けられ，被害者との調停・和解が励行されている。その手続の流れは，重
大犯罪以外は，検察官が少年に対して，被害者との調停・和解を促し，応じる
場合にはソーシャル・ワーカーが被害者等との面会の場所などを調整して少年
と被害者が会い，少年は被害者に謝罪し，被害者は犯罪によって被った損害や
種々の負担等の状況，被害感情などを少年に伝え，会合の結果，被害者の納得
が得られれば少年の処分が軽減されるというものである。調停・和解は捜査と
併行して行うほか，裁判の前後にも行われる。なお，被害者は国選の補佐人を
選任することができる35)。
⚖ 刑罰命令の特則
刑罰命令は，法定刑の中に罰金を含む犯罪が対象とされ，標準化罰金を除く
とされているが，18 歳未満の少年には訴追されても罰金相当な場合には検察
官が刑罰命令を発することができる。その際，法定刑よりも軽い処罰ができる
という特則を考慮することが義務付けられている36)。
⚗ 刑 罰 警 告
検察官は，嫌疑が認められる限り訴追が義務付けられ，訴追猶予とできるの
は，罰金相当，条件付き判決相当で相当な理由がある場合などに限定されてい
る。しかし，少年に対しては刑罰警告による訴追猶予ができる。
刑罰警告の決定は，犯罪の軽微性，社会福祉的な措置の有効性，被害者への
弁償等のほか，公共の関心等が考慮され，①ソーシャル・サービスによる保護
34） 取調べへの立会い等の特則について，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」115 頁参照。
35） 被害者等との調停・和解手続について，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」115 頁以
下参照。
36） 刑罰命令の特則については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」115 頁以下参照。
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等，LVU 法による特別保護等，その他の援助・支援措置がとられていること
が最も適切と思われる場合，②いたずらや軽率な行動から犯罪が行われたこと
が明白な場合，に決定される。その際，少年の犯罪被害者への弁償等，前記調
停・和解手続での調停・和解成立への協力意思が特別に考慮される。刑罰警告
は，公共・個人の重要な利益の軽視になる場合には行えず，その判断には，少
年の有罪歴の有無が特に考慮される。
検察官は，刑罰警告の決定後⚒週間以内に少年との個別面談において刑罰警
告を告知するのが原則である。その際，少年の保護者等も呼び出され，ソーシ
ャル・サービスの代表者も出席の機会が与えられる。検察官は，この面談で刑
罰警告の意味，正しい生活が求められることの趣旨を十分に説明し，更に法律
違反を犯した場合の制裁について告知するが，インフォーマルな雰囲気の下で
の説明は，少年に自分の問題点を理解させるため有益であり，説明とともに説
諭をしたり，萎縮している少年には励ましも与えている。刑罰警告の決定につ
いて社会福祉委員会の措置が必要とされる場合には同委員会への通告が義務付
けられている。
刑罰警告を受けた者は，誠実に正しい生活態度を守ることが義務付けられ
る。刑罰警告の決定は，特別な事情があれば取り消されるが，取消しの判断で
は同決定後⚖か月以内の再犯の有無が特別な考慮要素とされる。刑罰警告決定
後に，それ以前に犯した別の犯罪（余罪）が発覚した場合，その余罪について
捜査を開始せず，捜査中の場合には中止することができるが，その際，公的・
私的な利益に支障が生じないように考慮することが義務付けられている37)。
⚘ 訴追猶予等
成人には軽い罪以外は訴追が原則義務付けられているが，18 歳未満の少年
に対しては，検察官は犯罪の嫌疑があっても起訴せず訴追猶予とすることがで
きる。少年に対する訴追猶予は 20％程度（2011 年度）で窃盗，器物損壊等，
重大事件ではないこと，初犯であること，少年が自白していること，捜査が十
分であることなどが考慮されることから，重大な事件，否認事件，再犯の場合
などには起訴されることになる。
訴追猶予は原則として判決と同様の効果を持ち，犯罪の処分歴として記録に
37） 刑罰警告については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」116 頁以下参照。
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残される。なお，犯罪の嫌疑が不十分である場合には中止処分とされる。ま
た，LVU法 12 条による措置を受け施設に収容されている少年が，その措置終
了前に起訴相当の犯罪を犯したと疑われる場合，検察官は，訴追の必要性につ
いてホームの代表者に事情を聞き，その訴追の可否を審査することが義務付け
られている38)。
⚙ 公判・裁判の特則
⑴ 担当者の専門化
地方裁判所，高等裁判所においては，21 歳未満の者に対する事件は，支障
がない限り，特に選任された職業裁判官及び参審員によって担当される39)。
⑵ 手続の迅速化
21 歳未満の者に対する事件は常に迅速に扱うこと，18 歳未満の者に対する
⚖か月以上の拘禁が規定されている罪の起訴事件は被告人が勾留されている事
件と同様の期限を定められ，その期限の延長は認められないとされている40)。
⑶ 保護者等への通知等
18 歳未満の少年が起訴された場合，地方裁判所は特別な支障がない限り，
保護者等に起訴と公判の日時を通知することが義務付けられている。その起訴
事件が拘禁となり得る罪の場合には上記保護者等からの意見聴取が原則として
義務付けられる。また，18 歳未満の少年の事件は罰金となる事件でも公判を
開くことが義務付けられている41)。
⑷ 公開の制限等
裁判所の公判の公開原則は憲法（統治組織法⚒章 11 条）に明記されている
が，21 歳未満の若年者が犯した拘禁刑となり得る罪の事件について，裁判所
は，できるだけ注目を浴びないような方法で取扱うことが求められ，その事件
の公開裁判が被告人に対する注目の結果，明白な障害となる場合，非公開の裁
判とすることができる。この非公開の必要性があるが，21 歳以上の被告人も
いる場合，裁判所は，事実審理が相当困難とならない限り，21 歳未満の被告
38） 訴追猶予については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」117 頁参照。
39） 担当者の専門化については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚕」133 頁，同「外国少
年司法事情⚖」117 頁以下参照。
40） 手続の迅速化については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚕」133 頁参照。
41） 保護者等への通知等については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」117 頁参照。
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事件を特別に扱うことが求められている。また，裁判所は，非公開とされる場
合でも被告人の親族の同席は許可することができる。
公開制限の必要性については，上記のように裁判所の裁量判断であり，少年
の情操保護，人格の尊厳尊重のため，プライバシー保護，被告人や関係者の精
神状態，家族等の事情から必要が認められれば，弁護人の申請がなくても，裁
判所が職権で公開制限を行うことができる。その例として，傍聴による被告人
への否定的影響が考えられる場合，マスメディアや悪い友人等の傍聴の制限な
どが挙げられている。また，個人的な事情に関する証拠，ソーシャル・サービ
スによる調査報告書などの取調べの際には傍聴人を排除することができる。な
お，成人でも性犯罪などでは公開制限が可能とされている42)。
更に，マスコミの自主規制による報道倫理綱領があり，被疑者・被告人・受
刑者等の氏名等は政治家，大企業役員等，社会的に明白な重要性がない限り，
公表されない。違反に対してはプレス・オンブズマンがチェックし，違反事実
の報道をその報道機関に義務付け，報道評議会に罰金を支払わせる43)。
⑸ 処分決定の特則
裁判所は，社会福祉委員会の処分・措置を提案する意見書がある場合に限
り，少年保護の処分等とすることができる。21 歳未満の者に対して，⚓か月
以上の拘禁を科す場合には，特別な事情がない限り，その刑を相当とする社会
福祉委員会の意見書が必要である。21 歳未満の若年者に対する事件において
は，特段の支障がなければ，公判の際に判決を即決することが求められてい
る。その際に裁判官による訓戒，教育的指導が行われる44)。
10 損害の補修・限定の要求
警察官は，少年（15 歳～17 歳）が犯罪を自白した場合，又は状況から少年が
犯罪を犯したことが明らかな場合，少年に犯罪による損害の補修又は被害拡大
を止める措置を講じるように，被害者の同意の下で勧告することができる45)。
42） 憲法原則の合理的な例外として許容されているものと思われる。公開の制限等については，
廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」117 頁以下参照。
43） 報道評議会は，新聞協会（経営者団体），記者組合，ペンクラブで構成されている。最高裁
判所事務総局刑事局・前掲注⚘）23 頁以下参照。
44） 処分決定の特則については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」118 頁参照。
45） 損害の補修等については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」118 頁参照。
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Ⅵ 関係機関との協力義務
コミューン及び少年犯罪者の問題を扱う公共機関には，少年の犯罪に関する
全体的な問題に関して包括的に，コミューンの代表者と関係機関の代表者との
間の地域的協力が定期的に行われるように働きかけることが義務付けられてい
る46)。
Ⅶ 触法少年に対する手続の特則
⚑ 15 歳未満の少年
スウェーデンの刑事制裁適用年齢は 15 歳であり，我が国の触法少年に当た
る犯罪行為時 15 歳未満の少年に対しては専ら社会福祉委員会が対応する。し
かし，下記のように限定的に行われる犯罪捜査（調査）に関しては，以下の特
則がある。
⚒ 調査の対象
⑴ 15 歳未満の者に⚑年の拘禁以上に当たる犯罪（未遂・予備を含む）の嫌
疑がある場合，犯罪の調査が行われる。
⑵ 他の事件でも，社会福祉委員会が，その介入の必要性を判断するために
意義があると認める場合には，その要請に基づく調査が行われる。上記判断の
際，社会福祉委員会は，その犯罪の少年自身の健康・発達への危険性，その犯
罪が繰り返し犯した犯罪の一環であるかを，特に考慮することが求められてい
る。
⑶ 以下の理由がある場合には，それ以外の事件でも犯罪の調査を行うこと
ができる。
① 15 歳未満の者の犯罪関与の有無を明らかにする必要がある場合
②犯罪により得た物，没収の対象となり得る物を調べる必要がある場合
③公共又は私的な利益に関して特別な意義がある場合
なお，12 歳未満の少年の事件の上記⑵⑶の調査は，特に強い理由がある場
46） 関係機関との協力義務については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚖」118 頁参照。
刑事法と社会法の調和（廣瀬健二)
139
合に限って許容される（LUL法 31 条）。
⚓ 調査の実施方法
上記調査には，捜査に関する諸規定47)が可能な限度で準用される。上記調
査は，特に迅速に行い，可及的速やかに，特別な事情のない限り，最大⚓か月
で終了しなければならない。
犯罪の調査は検察官又は警察当局が選任した職員により指揮されるが，捜査
指揮者は，支障がない限り，少年犯罪者に関する業務への関心・能力におい
て，特に適した者であることが求められている。少年が以前調査対象となって
いた場合，可能な限り，前回と同一の検察官・職員が新たな調査の指揮・遂行
を担当するものとされている（LUL法 32 条）。
⚔ 司法補佐人
前記⚒⑴の調査に際して少年に補佐が不必要であることが明白でない場合，
前記⚒⑵⑶の調査に際して補佐の特に強い理由がある場合，少年には司法補佐
人の選任が義務付けられている。その補佐の申立ては，検察官又は少年の保護
者が地方裁判所に対して行うものとされている（LUL法 32 条 a）48)。
⚕ 保護者等への通知等
少年が 15 歳になる前に犯罪行為をしたと疑われる場合及び前記犯罪の調査
が開始された場合には，少年の保護者，その保護・養育に責任を有する者又は
少年との関係で養育上の役割を果たす者には，その事実が直ちに通知されるう
え，通知を受けるべき者を少年の尋問に呼出すことが義務付けられている
（LUL法 33 条）49)。
47） 訴訟手続法 23 章⚓条（捜査機関）・⚔条（捜査の原則）・⚖～14 条（関係者の尋問）・18 条
（嫌疑の通知等）・19 条（被疑者の要望による尋問等）・21～21 条 d・24 条（調書等）である。
48） 司法補佐に関しては，国選弁護人に関する規定（訴訟手続法 21 章⚕～⚘条・⚙条⚓項・10
条）が準用されている（LUL法 32 条 a 第⚒項⚒文）。
49） この通知義務は，調査に障害が生じる場合，その他特別な事情がある場合には適用除外とさ
れている（LUL法 33 条⚓項）。
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⚖ 社会福祉委員会への通知等
ある者が 15 歳になる前に拘禁に当たる犯罪行為をしたと疑われる場合及び
その者に前記犯罪調査が開始された場合には，社会福祉委員会にその事実が直
ちに通知されるものとされており，社会福祉委員会は，上記調査における尋問
にその代表者を出席させる50)。また，前記⚒⑵の調査においては，社会福祉
委員会の申請前には，特別な理由がない限り，少年の尋問以外の措置をとるこ
とはできないとされている。少年の尋問等の後に犯罪の嫌疑が残る場合には，
その尋問等の記録を速かに社会福祉委員会に送付することが義務付けられてい
る（LUL法 34 条）。
⚗ 身柄の拘束及び強制処分等
15 歳未満の少年が拘禁刑に当たり得る犯罪行為をし，犯行の現場又はその
現場から逃走するところを発見した者は何人もこれを逮捕することができる。
私人が逮捕した場合には迅速にその少年を最寄りの警察官に引き渡すことが義
務付けられている。少年を受け取った警察当局及び検察官は，少年を釈放する
か，尋問のためその場に留めるかを直ちに決定することが義務付けられてい
る。
15 歳未満の者は，勾留できず，前記Ⅴ⚒の一時拘束は行えるが，釈放の決
定又は尋問終了後⚓時間が限度とされている（LUL法 35 条）。
犯行時 15 歳未満の者の犯罪行為についても，尋問のための呼出し・勾引・
同行・留め置きなどのほか，特別な理由があれば，押収，家宅捜索，身体捜
索，写真，指紋採取，身体検査を行うことができる（同法 36 条～36 条 f）。
上記調査が終了したときは，その記録をできるだけ速やかに社会福祉委員会
に送付することが義務付けられている（同法 37 条）。
また，検察官は，公益の観点から必要がある場合，15 歳未満の触法行為の
嫌疑について，社会福祉委員会，その少年の監護権者又は国家健康福祉委員会
による申立てを受けて，その少年がその犯罪行為をしたかどうかについての審
査を裁判所に申請することができる（同法 38 条）。
50） 支障がある場合には代表者の出席は行われないが，前記⚒⑴⑵の調査では出席すべきでない
特別な理由が必要とされている（LUL法 34 条⚒項）。
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Ⅷ 少年・若年者に対する保護の措置等について
⚑ 社会福祉委員会の役割
社会福祉委員会及びその実働部隊であるソーシャル・サービスのソーシャル
ワーカーは，①行為時 15 歳未満の者の犯罪行為については警察等の上記の調
査の結果も踏まえて，専属的に対応しており，②犯行時 15 歳から 18 歳未満の
時に犯罪を犯した犯罪少年については，警察，検察，裁判所と共に対応してい
る。更に，③ 18 歳から 21 歳未満の時に犯罪を犯した若年者については，警
察，検察，裁判所の対応に相当程度関与している。
この少年・若年者に対する保護の措置等は，SOL 法の下で LUL 法と LVU
法に基づいて行われており，LUL法については既に触れたが，SOL法と LVU
法については，その要点のみに触れておく。
⚒ SOL法について51)
⑴ 社会事業の目的
SOL 法は，社会福祉関係の基本法として，社会事業の目的，コミューンの
責任，社会事業の内容，支援を受ける権利，種々の対象者に応じた特則，家庭
外での保護，私的活動と報告義務，委員会組織，事件の処理手続，情報の取扱
い，監督等，虐待等の報告・救済等，守秘義務などについて，その枠組みを定
めている。その対象者としては，少年と若年者のほか，老年者，障害を有する
者，薬物乱用者，近親者の保護・扶助をする者，犯罪被害者，負債を抱える者
というように，社会的弱者が幅広く掲げられている。また，社会事業を実施す
る側の権限・義務と支援を受ける対象者の権利・不服申立てというように双方
の観点から規定されている。
その目的として，社会事業は，個人に対する扶助・給付にとどまらず，生活
の平等や社会的な参加の促進，個人等の保有する資源などを引き出し，その力
を発揮させることを目指すと共に，各人の社会的責任への留意，自己決定権及
51） SOL 法については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚙」139 頁以下，同「外国少年司
法事情 10」147 頁以下，同「外国少年司法事情 11」146 頁以下，同「外国少年司法事情 12」
140 頁以下，同「スウェーデンの少年保護法制―社会事業法を中心に―」89 頁以下参照。
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び人格の統合性が基礎とされることなどが明記され，対象者の人間性の尊重と
その人格の発達，地域社会への参加・共生などが目指されている。
⑵ 少年に関する措置・処遇
SOL 法における少年は，18 歳未満とされ，その措置等に際しては，少年の
利益を特に考慮すること，保護的介入・処遇的介入に関する決定・措置等に際
して行われるものが，その少年に最善のものであることが最も重視されること
が規定されている。
処遇として，開放的援助供与，助言・支援者となるコンタクトパーソンの選
任などが規定されている。また，少年及び若年者に対する特則として，社会福
祉委員会及びコミューンの活動義務・配慮義務などが規定されている。
⑶ 同意に基づかない保護の措置
社会事業における保護の措置は，対象者の同意に基づくのが原則であり，
SOL 法が基本的に規定しているが，薬物乱用者及び若年者については，その
意に反する場合も含めて特別法に基づいて実施されることを SOL 法が規定し
ており，その後者の特別法が LVU法である。
⚓ LVU法について52)
少年及び若年者に対する強制的な保護に関して規定するのが，LVU 法であ
る。同法は，下記の保護の措置のように強制的な処分の性格を有するものを実
施する場合のほか，本来は任意的な保護・介入の措置についても，実施に当た
り必要とされる監護権者や本人の了解が得られない場合に，それをその意思に
反しても実施するためにも活用されるものである。
⑴ 保護の措置
LVU 法の保護の措置は，対象者を施設等に収容したうえで，ソーシャル・
サービスが定期的にその施設を訪問し，少年・若年者，その施設の担当者，監
護権者との個人的な面談などを行って実施されるものである。その実施に当た
って，ソーシャル・サービスは，保護対象である少年・若年者の健康，成長，
社会的行動，通学，その少年・若年者の親族等との関係にも特別な注意を払う
52） LVU 法については，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事情⚗」96 頁以下，同「外国少年司
法事情⚘」97 頁以下，廣瀬 =十河・前掲注⚙）「スウェーデンの少年保護法制―若年者保護特
別法を中心にして」45 頁以下参照。
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ことが求められている。
保護の措置は，①身体的虐待，精神的虐待，不当な搾取，監護放棄，その他
の家庭の状況によって，少年・若年者の健康又は成長が阻害される明白な危険
がある場合（環境的要因），②依存性のある薬物の乱用，犯罪的活動，その他の
反社会的行動によって，少年・若年者の健康又は成長が侵害を受ける明白な危
険がある場合（本人の要因），③拘禁の代替処分である閉鎖的少年保護の執行が
終了する際，その対象者に対する②の危険を増大させないために継続的な保護
の明白な必要性が認められる場合，のいずれかを満たすことが要件とされ，社
会福祉委員会による申請に基づいて行政裁判所が決定し，若年者特別家庭施設
に収容される。その後，少なくとも⚖か月に一度，保護継続の必要性，保護の
方向性・計画等についての再審査が義務付けられている。
また，保護の措置において，ソーシャル・サービスは，収容されている施設
への定期的な個人的訪問，対象者との個人的面談，受入れ施設担当者との面
談，監護権者との面談等を行う。対象者に対する外出制限，移動禁止，その監
護権者等との面会の制限等が規定されている。
⑵ 即時観護（緊急保護）
保護の緊急の必要性等がある場合の仮の措置として即時観護が実施できる。
すなわち，保護の措置を受ける必要性が蓋然的にみこまれる場合で，健康・成
長に対する危険があること，調査の継続が極めて困難となり得ること，今後の
措置が妨げられることのいずれかの事情により，保護の措置の決定を待つこと
ができない場合に，社会福祉委員会（緊急の場合は同委員長）が即時観護の決
定をすることができる。即時観護の決定をした場合，その決定及び事件記録を
⚑週間以内に行政裁判所に送り，同裁判所の審判で承認された場合，社会福祉
委員会は⚔週間以内に保護の措置の申請をする必要があり，申請がない場合に
は即時観護は終了する。
Ⅸ スウェーデンの少年保護法制の特徴
スウェーデンの少年保護法制を紹介してきたが，比較法制的な研究は，異な
る民族，宗教，文化等の下でそれぞれの国で歴史的に形作られてきたそれぞれ
の法制度をその運用状況も含めて把握したうえ，各制度の位置づけに即して比
較対照することが必要となる困難な作業である。このため，本稿においても，
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少年保護法制の前提となる刑事司法制度等の紹介・確認が大半となってしまっ
たが，スウェーデンの少年保護法制の特徴をイメージ的にまとめて，注目すべ
き点を指摘し，検討課題を提示しておくこととする。
なお，保護の措置等の詳細については，別稿53)を参照していただきたい。
⚑ 政 策 目 標
スウェーデンにおいては国の政策目標として，前述のように，人間の尊厳，
地域社会における共生などが掲げられている。しかも，それが単なる目標，理
想とされているのにとどまらず，その目的実現のために，制度改革が繰り返さ
れながら，各施策が統合されてきており，非行や犯罪に陥る少年・若年者に対
する施策もその一環として実施されている。
⚒ 中心的な機関
非行や犯罪に陥る児童・少年・若年者については，その出生，育児，保育，
就学，就労などの成育過程において，一般の少年・若年者以上に様々な問題が
生じている場合が多い。そこで，その対策としては，それぞれの問題解決を図
り，制裁・処分等の規制のほか，必要な支援などを行うことが求められる。こ
のため，捜査関係（警察，検察），社会福祉関係（地方自治体，保健所，福祉事務
所，児童相談所），医療関係（診療所・病院等），教育関係（保育園，幼稚園，学校
等）などの諸機関が関わって活動している。ここまでは我が国においても同様
の制度や運用があるともいえるが，スウェーデンにおいては，これらの諸機関
を統合し，有効かつ効率的に機能させているものとして，SOL 法に基づく社
会福祉委員会（その実働をするのがソーシャル・サービス）がある。
少年・若年者に関する活動として，ソーシャル・サービスは，SOL 法に基
づいて，少年・若年者本人及び両親，家族等に対する生活の保障・支援のため
の活動全般，すなわち，本人の出生から乳児期には出産・育児等についての親
への支援，幼児期には保育等の支援，虐待の防止等の親へのケア，児童・少年
期には就学等の支援，少年・若年期には就労の支援等にも関わる。そして，そ
の間に，少年に非行・犯罪があれば，警察等と連携して，その資質・環境等の
53） 未だ調査中で報告も未了の部分があるが，取り敢えず，廣瀬・前掲注⚙）「外国少年司法事
情⚗」以降のものを参照していただきたい。
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調査を行い，警察等の取調べにも立ち会い，警察，検察，裁判所の処分決定に
際して，非行・犯罪の原因，必要とする処遇・措置についての報告書を作成・
提出し，意見の陳述を行う。更に，処分決定後，社会内処遇ではその処分執行
に関与するほか，刑・処分の執行終了後も再犯防止，改善更生のため必要な措
置を申請し，その執行にも関与している。その際，対象者・関係者の同意が得
られない場合は，LVU 法に基づいて社会福祉委員会の申請・行政裁判所の決
定を受けて，その意思に反する強制的な処分（施設収容も含む）も実施してい
る。
⚓ 少年保護法制
スウェーデンには，我が国のような独立した少年法も少年専門の審判機関
（家庭裁判所やアメリカのような少年裁判所）も設けられておらず，刑罰（制裁）
の適用率も低くはない。しかし，上記のように，SOL 法の保護・支援の対象
には少年・若年者のほか，老年，犯罪被害者，経済的な困窮者などが幅広く掲
げられ，それぞれの特性・必要性に応じた支援・保護の措置がとられており，
少年・若年犯罪者等に対する実質的な保護・教育的な運用も上記のような要支
援等の諸制度に包摂されて行われている。また，スウェーデンにおいては，人
間尊重の理念が政策全般の基礎とされている54)。犯罪者の処遇においても，
これが貫徹されており，犯罪者を社会的な弱者，種々の困窮者ととらえ，その
社会復帰のための支援が種々実施されている。少年・若年者に対する規制・処
遇も，これらの一環として，少年等の特性・必要性に合わせた特別な処遇・運
用が行われているわけである。
⚔ 社会福祉における強制
このような中で，特に注目すべきものとして，社会福祉おける強制処分の問
題があると思われる。
我が国においても，子の福祉のための親権の喪失・停止（民法 834 条以下）
など，成人に対しても，国家が後見的にではあるが強制的な介入を行う制度が
54） 憲法に相当する統治組織法⚒条⚑項にも「公権力は，すべての人々の平等な価値並びに個々
の人々の自由及び尊厳に対する尊敬をもって，行使されなければならない。」と規定されている
（坂田仁「スウェーデンの統治組織法（試訳）」法学研究 67 巻⚘号 73 頁）。
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ないわけではない。しかし，社会福祉の領域においては，任意的な支援・介入
が大原則とされ，本人意思に反する対応が行われることは少ないのではないか
と思われる。スウェーデンにおいても，前述のように，個人の自由・尊厳の尊
重は大原則とされている。しかし，既に触れた LVU法による強制的な施設収
容処分や本人や監護権者の意思に反しても実施される介入・支援の措置などが
正面から規定されて実施されている。更には，制裁（刑罰）である閉鎖的少年
保護の終了後にも LVU法による保護の措置（強制的施設収容）が一般的に行わ
れている。
このように成人であって意思能力に障害のない者（大人）に対する後見的介
入が幅広く認められていること自体，我が国との大きな違いとして注目すべき
点と思われる。そして，このような制度・運用については，社会権の保障を実
現することを目指す社会国家としては許容され得る帰結ではないかと思われ
る。社会権は，国家の不当な規制を排除することを求めるのみではなく，国家
に対して，必要な支援・介入を求める権利を保障しようとするものである55)
から，それを保障する社会国家においては，その前提として国家の後見的な介
入をより広く許容し得ることとなり得るものと思われる。
⚕ 刑事制裁との整合性
しかし，このような社会福祉における強制処分と人権の保障や刑事制裁等と
の整合性等については，伝統的な刑事法の理論からのものも含めて疑問も示さ
れているようである。特に，制裁（刑罰）における強制処分終了後に LVU 法
に基づいて引き続き行われる強制的措置については，二重処罰の問題があると
の指摘がなされている。しかし，その運用には揺るぎがないようである56)。
この点については，我が国の法制度の下での一般的な考え方においても，制
裁（刑罰）の代替措置終了後に再度の拘束を行うことについては，二重処罰で
許されないとの帰結が導かれそうである。しかし，スウェーデンのように，社
会復帰，共生のために統合された制度の下では，その目的に必要かつ有効な処
分は可能であるのみならず，行うべきものと考えられている。
55） 社会権については，渋谷秀樹『憲法〔第⚒版〕』（2013 年，有斐閣）272 頁以下参照。
56） 2014 年，2018 年の調査時に面談した国家施設庁（SIS）の施設責任者は，EUからの上記の
ような批判的な指摘も踏まえつつ，このような強制処分の必要性を強調し，その運用の正しさ
を力説していた。
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この点について，翻って考えてみると，我が国においても，刑事と民事，行
政の手続・処分は別個に併存し，重畳的に課され得るものと理解されており，
刑罰を受けた者に対して民事の損害賠償や行政処分を課すことは認められてい
る。このような対比で考えれば，前述のように社会福祉の領域において強制的
な処分が認められているスウェーデンにおいては，強制にわたるものも含む社
会福祉の処分を刑事の制裁と，併存的，重畳的に課すことは許容されるという
ことになるのではないかと思われる。
他方，国家による個人への介入，特に強制的介入を広く認めることは，その
運用を誤れば，圧政，暴政にも通じ得るものであることはいうまでもない。こ
の点について，スウェーデンにおいては，上記のような種々の介入を行う一
方，作為・不作為も含めた幅広い処分・措置に対して行政裁判所への不服申立
て及びその審査が保障されており，それに関する手続が手厚く整備され，対応
する行政裁判所も一般裁判所と地方・高等・最高裁判所と同格に位置付けら
れ，ほぼ半分程度の規模で設置され，運用されていることに十分留意するべき
である。
Ⅹ お わ り に
大きなテーマを掲げてみたが，スウェーデンの少年・若年者に対する保護法
制の前提となる制度の素描，感想的な問題指摘をしたに過ぎないものとなって
しまった。
しかし，世界一の高齢社会とも称される我が国においては，刑事法の分野に
おいても，社会福祉を中心とする社会法との関係性に無関心でいられるわけは
あるまい。これは，裁判官として刑事事件を担当していた際にも，高齢者の事
件などで時折感じてきたところであるが，昨今の高齢者の犯罪の激増や高齢犯
罪者への処遇の在り方が注目されている状況を見ると，この感を深くせざるを
得ない。また，少年・若年者に対する刑事法の特則は，少年法の問題として先
進諸国では共有されているといえるものの，我が国では，少子化，少年・若年
者犯罪の急激な減少の中にあり，この観点からの社会法との関係についても，
スウェーデンの制度から学ぶべきものは多いように思われる。
この小稿が何らかの示唆を与えられれば幸いである。
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